
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

 (3) 特記事項

 (4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

２１年度 １３４ ８５７，０８０

（参考）類似団体平均
区　分

千円人

５６８，２２６ ２００，６４４８８，２１０

Ｂ／Ａ　

千円 千円

５，８５４

千円

（注）  １   ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

６，３９６

　　　  ２　 職員数は、平成２１年４月１日現在の人数である。

区　分

平成

人　

１５，０８６

給 与 費

２１年度

職員数

１８．９

（注）　１　 職員手当には退職手当を含まない。

　　　　 計　　 Ｂ

千円

職 員 手 当 期末・勤勉手当

千円

給 料Ａ　

人 件 費

　　　　　千円

　　　  ２ 　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　（参考）歳 出 額

　　　　　　Ａ　

住民基本台帳人口

（平成２１年度末）

岩内町の給与・定員管理等について

実 質 収 支

平成

Ｂ　

　　　　　　　千円

Ｂ／Ａ　

　　　　　　％

　平成２０年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

一人当たり給与費

一人当たり給与費

人 件 費 率

７，１１２，７６９ １７．６４１５，２３８ １，２５４，９３１

　　　　　千円

(H1７)

９５．７ (H１７)

９4．４ (H１７)

９3．７

(H２２)

９６．１
(H２２)

９5．９ (H２２)

９５．１

90

95

100

105

岩内町 類似団体平均 全国町平均
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２　一般行政職給料表の状況（平成２２年４月１日現在）

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２２年４月１日現在）

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

３９６，５１４

平均給与月額

３８７，５００

３６９，６６９４３．３

平 均 給 与 月 額
平 均 給 与 月 額

平均年齢

３２４、１８９

３７２，６３７

区 分 平 均 年 齢

４４．３
岩 内 町

平 均 給 料 月 額
（ 国 ベ ー ス ）

３３３，６００

北 海 道

４１．９

　岩　内　町

（Ａ）

区　　　分

３９５，６６６
国

類 似 団 体

５３．８

３２８，０９９４４．９

平均給料月額

３５１，８３８

３７５，０２４

－

４０１，８８１

民　　　　　　　間

３２５，５７９

３０５，８１１

－４９．３ ３２２，２９１２８４，５１４

　類　似　団　体

　国

４８．３
　北　海　道

４８．３ ２８３，９５２ ２９６，７９１

４４９，７５０ ４５５，７６７

４０２，６２１

－
うちその他

３８３，５００３７４，８００

３９７，４００

うち給食調理員

うち用務員

４１４，３００

５７．８

平均給与月額

－

５７．７

（Ｂ）

対応する民間
平均年齢

５１．３

用務員 １．９１

－－

－

２１１，３３３

－－

－

－

４２．３

５４．０

２５３，０３３

－

（国ベース） の類似職種

－－

－

３４７，４４７

－－

－－ －

調理師

参  考

３８９，１８８

４０３，９００ ４１３，６３３

平均給与月額
Ａ／Ｂ

－

１．５２

４０８，８７１

３５０，４２２ －

①一般行政職

②技能労務職

８　級７　級６　級５　級 １０ 級９　級４　級３　級

１ 号 給 の
給 料 月 額

最高号給の
給 料 月 額

２　級１　級

135,600 185,800 222,900 262,300

403,700 425,900 - -

289,700 321,100 - -

- -

（単位：円）

（注）  給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

- -

244,100 309,900 357,200 391,200

公　　　　　務　　　　　員

３１６，１８６
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円 円

円 円

円 円

 (2) 職員の初任給の状況（平成２２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

経 験 年 数 １ ５ 年

３２５，８００

２７１，８００

　　　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　－

経 験 年 数 ２ ０ 年 

３６３，０００

※　 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成１９～２１年の３ヶ年平均）

高　校　卒

技能労務職

区　　       分

一般行政職

経 験 年 数 １ ０ 年

２７３，５００

２３９，５００

　　　　　　　　　　　－

１．８３

１４０，１００

区　　　 　　分

大　学　卒

　岩　内　町

Ｃ／Ｄ

区　　　分

公務員　　（Ｃ）

参　　　　　　　　考

年収ベース（試算値）の比較

中　学　卒

高　校　卒

　　　　　　　　　　　－

高　校　卒

１５９，２８５ １７２，２００

－

中　学　卒

一般行政職
大　学　卒

１４０，１００

　　　　  の諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　　　 　  また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当

１７２，２００

１２９，５９２

民　間　　（Ｄ）

　　　  ２　  「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべて　　　　　 

－

２，９８１，０００６，６０６，０００

３，４１７，２３３
うち給食調理員

７，２５７，０００ －

２．２２

うちその他

うち用務員

技能労務職
高　校　卒

※   年収ベースの「公務員Ｃ」及び「民間Ｄ」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員において は前年度に支給され

岩　 内 　町

（注）  １　　「平均給料月額」とは、平成２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

１２９，５９２

北　 海　 道

１４０，１００

　 た期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

　　　　  が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

国

３０４，９００

－

　　　　　－

　　　　　－　　　　　－　　　　　－

※   技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

－

６，２６５，１００
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４　一般行政職の級別職員数等の状況

　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２２年４月１日現在）

  

５．２

２５

相当高度の知識又は経験を必要とす
る業務を行う職務

３３．３

１　　級

標 準 的 な 職 務 内 容 職 員 数

人　

区　 分

定型的な業務を行う職務
９

人　
４　　級

高度の知識又は経験を必要とする業
務を行う職務

５

３　　級

３２

人　

係長、主任保健師、主任保育士、主
任介護士、主任看護師の職務

２　　級

５　　級

（注）  平成１８年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

６　　級
７．３　７

１８

％　人　

部長、会計管理者、教育次長、議会
事務局長の職

１８．８

９．４

％　

課長、所長、副所長、館長、施設長、
議会事務局次長、農業委員会事務局
長、書記長、書記次長の職務

人　 ％　

％　

％　

％　

２６．０

構 成 比

人　

（注）　１　 岩内町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

　　　　２　 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

　　　　５年前の構成で１級職員は０％です。

9.4% 7.6%

5.2%
4.3%

0.9%

26.0%
27.2%

5.7%

33.3% 34.8%

17.0%

18.5% 20.0%

1.9%

7.3% 7.6%

58.4%

5.7%

10.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２２年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

８級

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級
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 (2) 昇給への勤務成績の反映状況

　

５　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成２１年度支給割合） （平成２１年度支給割合） （平成２１年度支給割合）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

【参考】　勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

－

国

勤勉手当

月分

北　　　海　　　道岩　　　内　　　町

（注） 　( 　 ) 内は、再任用職員に係る支給割合である。

月分

月分 月分 （１．５）

　１人当たり平均支給額（平成２１年度）

無 し

期末手当 勤勉手当 勤勉手当期末手当

　・役職加算　　５～１５％

　１人当たり平均支給額（平成２１年度）

１，５６３ １，６６９

月分

期末手当

無 し

１．４０２．７５

　・管理職加算　　１０～２５ ％

（０．７）

　・役職加算　　５～２０ ％

（１．５） （０．７）

　・管理職加算　　１０～２５ ％

２．７５

職制上の段階、職務の級等による加算措置

１．４０

　・役職加算　　５～２０ ％

月分 月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置

２．７５

月分

月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置

月分

月分１．４０

（１．５）

月分

（０．７）
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 (2) 退職手当（平成２２年４月１日現在）

（退職時特別昇給　　　　　無し　　　　　　）

　１人当たり平均支給額

　　　　

 (3) 地域手当（平成２２年４月１日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）

 (5) 時間外勤務手当

千円

　支給実績（平成２１年度決算）

日額　５００円

４１．３４

５９．２８

２３．５０

千円

　 円

８０

月分

３

　　　　　　－　支給職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算）

１８

　 ％

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算）

　職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２１年度）

主な支給対象業務

日額　５００円

主　な　支　給　対　象　職　員

　手当の種類（手当数）

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法
律第６条第１項に規定する感染症の患者の救護、防疫、処理
等に従事した職員

１２．３

３，７８６

左記職員に対する支給単価

千円

千円

５２，６７８

　　　　　　　　　　　　　　　　 　３ 種 類

野犬などの捕獲、処分

千円

有害鳥獣などの駆除

３０３

感染症の防疫

日額　５００円

３１９　職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算）

岩　　　　　内　　　　　町

勧奨・定年

月分

月分　勤続３５年

３３．５０

４７．５０

月分 　勤続２５年

（支給率）

　勤続２０年月分月分

　勤続２５年 月分

５９．２８

３３．５０

自己都合

国

３０．５５

月分

月分月分

月分 月分４１．３４

２３．５０ 月分 ３０．５５ 月分

勧奨・定年

　その他の加算措置

５９．２８　最高限度額

月分

千円

・定年前早期退職特例措置　２～３０％

　その他の加算措置

５９．２８ 月分　最高限度額

千円１，９２０ ２５，２８２

５９．２８

５１，８３０

０

　支給実績（平成２０年度決算）

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

０

３

１８

札　　幌　　市

 　円

　　　　　　－

支 給 対 象 地 域

　支給実績（平成２１年度決算）

支給対象職員数

　職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算）

有害鳥獣、害虫及び有害は虫類の駆除業務に従事した職員

犬、猫類の捕獲、殺処分及び死体の処理業務に従事した職
員

　支給実績（平成２１年度決算）

東京都特別区

支　給　率

（支給率） 自己都合

　勤続２０年

・定年前早期退職特例措置　２～２０％

４７．５０　勤続３５年

５９．２８

千円

国の制度（支給率）

7



 (6) その他の手当（平成２２年４月１日現在）

扶養親族のある職員に支給

・配偶者　　　　　　１３，０００円

・配偶者以外の扶養親族　　　

　　 １人につき　  ６，５００円

・配偶者がいない場合

　　 １人のみ　   １１，０００円

・月額２３，０００円以下の家賃

　  月額家賃から１２，０００円を控除した額

・月額２３，０００円を超える家賃

　  月額家賃から２３，０００円を控除した額

 　 の１／２に１１，０００円を加えた額

 　 （支給限度額　２７，０００円）

・交通機関利用　

　  運賃相当額（上限５５，０００円）

・自動車利用

　  ２，０００円～２４，５００円

管理又は監督の地位にある職員に支給

・１種　５３，２００円

　（部長又は部長相当職）

・２種　４２，８００円　

　（課長職又は課長相当職）

・３種　３５，８００円　

　（課長職又は課長相当職）

・勤務　１回につき　４，２００円

０ 円

支給職員１人当たり

（平成２１年度決算）

平均支給年額

２２５，００７ 円

１５７，１１２ 円

３３，５００ 円

５２５，１５０ 円１６，８０５ 千円

４４，３３８ 円

１１，８７６ 円

 住居手当

 扶養手当

手　当　名

６７０ 千円

国の制度と
異なる内容

同

０ 千円

支給実績
（平成２１年度決算）

１８，９０１ 千円

１６，０２５ 千円

１３３ 千円

１，０３３ 千円 日直手当

内 容 及 び 支 給 単 価

同

・満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末

  までの子１人につき　　　５，０００円加算

 夜間勤務手当

 休日勤務手当

 管理職手当

 通勤手当

・管理又は
監督の地位
にある職員
に支給

役職に応じ
４６，３００円
～１３９，３０
０円を支給

国の制度
との異同

同

住居を借り受け、月額１２，０００円を超える
家賃を支払っている職員に支給

通勤距離が２㎞以上で交通機関利用又は
自動車等により通勤を常例とする職員に支
給

祝日及び年末年始に勤務した職員に１時
間当たりの単価に１３５／１００を乗じて得た
額を支給

正規の勤務時間として午後１０時から翌日
午前５時までに勤務した職員に１時間当た
りの単価に２５／１００を乗じて得た額を支
給

正規の勤務時間以外の時間及び休日に
本務に従事しないで庁舎等で設備、備
品、書類などの保全、外部との連絡及び市
内の監視に従事した職員に支給

同

同

異

同
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６　特別職の報酬等の状況（平成２２年４月１日現在）

（参考）類似団体における最高／最低額

円／ 円

（

円／ 円

（

円／ 円

（

円／ 円

（

円／ 円

（

円

円

　

２２６，０００

円）

給
　
　
　
料

区　　 　　分

円

５７０，０００

円）

６８５，０００

円

町　　　　　 長

４４８，０００

２１８，０００

７１５，０００

４２０，０００

８６０，０００

給　　　　料　　　　月　　　　額　　　　等

５０５，０００

３４５，０００ １５６，０００

１７４，０００３６０，０００

２８２，０００

円）

円

円）

　　（平成２１年度支給割合）

　　（平成２１年度支給割合）

１８５，０００

円）

（支給時期）

（注）  １   給料及び報酬の（　　）内は、減額措置を行う前の金額である。

副　　町　　長

退
職
手
当

備　　　　　 考

退職時

町　　　　　 長 退職時

円

　　 　 ２   退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）

　　　　  勤めた場合における退職手当の見込額である。

報
　
　
　
酬

町　　　　　 長

副　　町　　長期
末
手
当

議　　　　　 長

副　　議　　長

議　　　　　 員

月分

月分

４．１５

４．１５

副　　町　　長

議　　　　　 長

副　　議　　長

議　　　　　 員 円

　　（算定方式）

　給料月額×在職年数×５．３１３

　給料月額×在職年数×３．３５５

（１期の手当額）

１４，５５７，６２０

　７，６４９，４００
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７　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

人

人

人

　人口１万人当たりの職員数

（類似団体の人口１万人当たりの職員数　　　 88.02人）

９２．１４　人口１万人当たりの職員数

　＜参考＞

0

6

７９．５４
（類似団体の人口１万人当たりの職員数　　　 67.45人）

　＜参考＞

20

19

19

6

135

116

165

計

5

　　　  ２ 　[      ] 内は、条例定数の合計である。

6

[　　２００　　］

民 生

0

農 林 水 産

9

1 1

0

0

36 2

商 工

77

議 会

総 務

税 務

衛 生

労 働

26

11

19

0

0

30

土 木

教 育 部 門

小　　　計

120

20

30

[　　２００　　］ [　　０　　］ 　　 １１２．０２　人口１万人当たりの職員数

　＜参考＞169 4

公
営
企
業
等

　
　
 

会
計
部
門 小　　　計

下　水　道

そ　の　他
（国保・介護）

水　 　　道

0

4

0

0

4

0

0

増減数
主　な　増　減　理　由

　　　　　　　　　区　 　分

　部　　 門

対前年職　 　員　 　数

普
　
通
　
会
　
計
　
部
　
門

一
 

般
 

行
 

政
 

部
 

門

139

19

平成２１年

4

24

11

34 組織機構の変更による増

0

2 組織機構の変更による増

4

9

5

6

（注）  １ 　職員数は一般職に属する職員数である。

合 計

平成２２年

（各年４月１日現在）
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　(2) 年齢別職員構成の状況（平成２２年４月１日現在）

　

 (3) 職員数の推移

31歳

0 9

未満

区　分

人 人

計

以上

16828 29 0

人 人

59歳

36歳

35歳

～ ～～ ～

20歳 24歳 28歳 32歳 56歳 60歳44歳 48歳 52歳

～

40歳

2316716

～ ～ ～ ～

職員数
22

人 人

55歳

人 人 人

43歳 47歳 51歳

人人

39歳

１４１

  ３７

～

普 通 会 計 計

20歳

  -

１４８

23歳

人人

27歳

9 9

  ２３

１３１

公営企業等会計計

総　合　計

１５４

  ４１

１９５

一 般 行 政 職

教　育

消　防

  ３４

１７１

１１９

  ２２

　-

１２５

  ２３

　-

  ４２

１９０

  ３０

１６９

１１６

  １９

　-

１７８

１１８

  １９

　-

１３７

 △ ４ （△17.4 ％）

-

過去５年間の
増 減 数（率）

１３５

  ３０

１６５

１２０

  １９

　-

１３９

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

△１１ （△8.4 ％）

（単位：人・％）

（注）  １ 　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

　　　  ２　 合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

△１５ （△9.7 ％）

  △１１ （△26.8 ％）

  △２６ （△13.3 ％）

　　　　　　　  区　　分

　部 門 別
平成１７年度 平成１８年度

0

5

10

15

20

25

2
0
歳
未
満

2
0
～
2
3
歳

2
4
～
2
7
歳

2
8
～
3
1
歳

3
2
～
3
5
歳

3
6
～
3
9
歳

4
0
～
4
3
歳

4
4
～
4
7
歳

4
8
～
5
1
歳

5
2
～
5
5
歳

5
6
～
5
9
歳

6
0
歳
以
上

構成比

５年前の構成

比

％
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８　公営企業職員の状況

 (１)岩内町水道事業

① 職員給与費の状況

 ア 決算

人

 イ 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２２年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

③ 職員の手当の状況

 ア 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

２３，９４９ １７．９２

％　　

Ｂ／Ａ　

１３．３２３０，６５３

Ｂ　

千円　

１．４

１，４６４

月分

－

　１人当たり平均支給額（平成２１年度）

岩　  内　 町  （一般行政職）

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

　職制上の段階、職務の級等による加算措置

　（平成２１年度支給割合）

岩　内　町　水　道　事　業

月分月分

（０．７） 月分

５４６，４９５

１，５６３

（１．５） 月分

　平成２０年度の総費用に占

区　　分
職員数

２３０，１７２

　一人当たり

千円　
平成２１年度

％　

区　　分

Ａ  　

　純損益又は実 　（参考）　総費用に占める

　職員給与費比率

　める職員給与費比率

職員給与費

　質収支

Ａ　

給　　　　与　　　　費

計　　Ｂ期末・勤勉手当給　 料 職員手当

千円　

総　費　用

・役職加算　５～１５％

（０．７） 月分

　（加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注） 　(     )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（１．５）

勤勉手当

１．４

　（加算措置の状況）

期末手当

月分

２．７５

・役職加算　５～１５％

３６６，７１９

　（平成２１年度支給割合）

２．７５月分

期末手当 勤勉手当

　１人当たり平均支給額（平成２１年度）

事  　 業   　者

　　　　２　 職員数は、平成２２年３月３１日現在の人数である。

平成２１年度
千円　

団　体　平　均 ４５．６

３４５，８１７岩　 　内 　　町

区　　　　分 平均月収額基　 本 　給

５ ３，９９２

千円　

１９，３３９

千円千円　千円　

６，５６７３０，６５３７，３２２

－

平 均 年 齢

（参考）市町村平均

一人当たり給与費

５１０，８８３４２．６

千円　

　給与費　Ｂ／Ａ　　

（注）  １   職員手当には退職手当を含まない。

６，１３１
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 イ 退職手当（平成２２年４月１日現在）

（退職時特別昇給　　　無し　　　） （退職時特別昇給　　　無し　　　）

　１人当たり平均支給額 　１人当たり平均支給額

 ウ 地域手当（平成２２年４月１日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

 エ 特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）

 オ 時間外勤務手当

 カ その他の手当（平成２２年４月１日現在）  

円

円

円

円

円

円

円

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

支給実績
（平成２１年度決算）

　一般行政職と同じ

５９．２８

　日直手当

　休日勤務手当

　一般行政職と同じ

月分

－ 千円 －

　扶養手当

内容及び支給単価

・定年前早期退職特別加算　２～３０％

月分

　その他の加算措置

　勤続３５年

　最高限度額 ５９．２８ ５９．２８ 月分

月分

手　当　名

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算）

　支給実績（平成２０年度決算）

支給対象職員数

札　　幌　　市

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

　支給実績（平成２１年度決算）

１，９２０

　一般行政職と同じ 同 １，４１０

３

一般行政職
の制度との

異同

　　　　４２０ 千円

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算）

　その他の加算措置

一般行政
職の制度と
異なる内容

　　４１６

　千円

千円

　　－

　　１０４，０００

３

　　　　　　－

同

（平成２１年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

　　３５２，５００

　千円

月分

　　－

　　－

　千円

　千円

　　－

　　 　　－ 　千円

　千円

　　 　　－

勧奨・定年

　　   ３２６

千円

　最高限度額

岩　  内　 町  （一般行政職）

月分

月分５９．２８ 月分

　　　２４，０００

５９．２８

・定年前早期退職特別加算　２～３０％

月分

１８

　 円　　　　　　　　　　　　　　－

　　２，０９９

　勤続３５年 ４７．５０

　千円

　職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２１年度）

　勤続２５年

国の制度（支給率）

　支給実績（平成２１年度決算） 　　　　　　－ 千円

 　円

月分 　勤続２５年

月分

千円 ２５，２８２

千円

０

東京都特別区 １８ ０

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算）

　支給実績（平成２１年度決算）

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算）

千円

千円　　　　　　　　　　　　　　－

　　１，６３１ 千円

　　　　　　　　　　　　　　－ 　 ％

　手当の種類（手当数） 　　　　　　　　　　　　　　－

　　　２４

　管理職手当 　　 　　－同　一般行政職と同じ

同　通勤手当

同　一般行政職と同じ

　住居手当

　夜間勤務手当 　一般行政職と同じ 同

　一般行政職と同じ 同

支 給 対 象 地 域 支　給　率

岩　内　町　水　道　事　業

４１．３４

　勤続２０年 ２３．５０

自己都合

　勤続２０年 月分

３３．５０

月分 ３０．５５

４１．３４月分３３．５０

２３．５０ 月分

（支給率）勧奨・定年 自己都合

３０．５５

（支給率）

　　 　　－

※　平成１９年度から該当する手当はありません。

月分 ５９．２８４７．５０

13



14



 (２)岩内町下水道事業

① 職員給与費の状況

 ア 決算

人

 イ 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２２年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

③ 職員の手当の状況

 ア 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

・役職加算　５～１５％

（注） 　(   )内は、再任用職員に係る支給割合である。

　（加算措置の状況） 　（加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　５～１５％

１．４ 月分

（１．５） 月分 （０．７） 月分 （１．５） 月分 （０．７） 月分

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

２．７５ 月分 １．４ 月分 ２．７５ 月分

　１人当たり平均支給額（平成２１年度） 　１人当たり平均支給額（平成２１年度）

１，２８５ １，５６３

　（平成２１年度支給割合） 　（平成２１年度支給割合）

事  　 業   　者 　　－ 　－

岩　内　町　下　水　道　事　業 岩　  内　 町  （一般行政職）

岩　 　内 　　町 　　３８．３ 　３０１，９５８ 　４６３，９３１

団　体　平　均 　　４４．６ 　３６３，３５４ 　５５４，２６９

６，５２０

（注）　１　職員手当には退職手当を含まない。

　　　　２　職員数は、平成２２年３月３１日現在の人数である。

区　　　　分 平 均 年 齢 基　 本 　給 平均月収額

　４，９２８ 　７，７０９ ３３，４０３
平成２１年度

千円　 千円　 千円　 千円　 千円　

６

　　１０．５ 　　１３．１

（参考）市町村平均

２０，７６６

職員手当 期末・勤勉手当 計　　Ｂ

　５，５６７

一人当たり給与費

千円

区　　分
職員数 給　　　　与　　　　費 　一人当たり

Ａ　 給　 料 　給与費　Ｂ／Ａ　　

　める職員給与費比率

平成２１年度
千円　 千円　 千円　 ％　　 ％　

３１６，７９７ △３９，３４１ 　３３，４０３

Ｂ　

　総費用に占める 　（参考）

　質収支 　職員給与費比率 　平成２０年度の総費用に占

Ｂ／Ａ　

区　　分

総　費　用 　純損益又は実 職員給与費

Ａ  　
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 イ 退職手当（平成２２年４月１日現在）

（退職時特別昇給　　　無し　　　） （退職時特別昇給　　　無し　　　）

　１人当たり平均支給額 　１人当たり平均支給額

 ウ 地域手当（平成２２年４月１日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

 エ 特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）

 オ 時間外勤務手当

 カ その他の手当（平成２２年４月１日現在）  

円

円

円

円

円

円

円

　千円

　勤続２０年

月分

月分

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

支給実績
（平成２１年度決算）

４１．３４ 月分

（支給率）

４１．３４

３０．５５

自己都合 勧奨・定年

月分

　勤続２５年 ３３．５０

　　－　日直手当 　一般行政職と同じ 同

　　－

　　 　　－ 　千円 　　－

　　 　　－ 　千円

　管理職手当 　一般行政職と同じ 同

　夜間勤務手当 　一般行政職と同じ 同

　休日勤務手当 　一般行政職と同じ

　　１３６ 　千円 　　１３５，６００

同

１，２０６ 　千円

　　５１４ 　千円

　　 　　－

　住居手当 　一般行政職と同じ 同

　　５１３，６００

　通勤手当 　一般行政職と同じ 同

　　３０１，５００

平均支給年額
（平成２１年度決算）

　扶養手当 　一般行政職と同じ 同 　　９７５ 　千円 　　２４３，７５０

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算） 　　　　３００ 千円

手　当　名 内容及び支給単価
一般行政職
の制度との

異同

一般行政
職の制度と
異なる内容

　支給実績（平成２０年度決算） 　　１，５４４ 千円

支給職員１人当たり

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算） 　　　　３０９ 千円

　支給実績（平成２１年度決算） 　　１，５００ 千円

　職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２１年度） 　　　　　　　　　　　　　　－ 　 ％

　手当の種類（手当数） 　　　　　　　　　　　　　　－

※　平成１９年度から該当する手当はありません。

　支給実績（平成２１年度決算） 　　　　　　　　　　　　　　－ 千円

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算） 　　　　　　　　　　　　　　－ 　 円

札　　幌　　市 ３ ０ ３

東京都特別区 １８ ０ １８

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算） 　　　　　　－  　円

支 給 対 象 地 域 支　給　率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

　支給実績（平成２１年度決算） 　　　　　　－ 千円

－ 千円 － １，９２０ 千円

・定年前早期退職特別加算　２～３０％ ・定年前早期退職特別加算　２～３０％

千円

５９．２８　最高限度額 ５９．２８ 月分

２５，２８２

月分

　その他の加算措置 　その他の加算措置

５９．２８ 月分

　最高限度額 ５９．２８ 月分 ５９．２８ 月分

月分

月分 　勤続３５年 ４７．５０ 月分　勤続３５年 ４７．５０ 月分 ５９．２８

月分

自己都合 勧奨・定年

岩　内　町　下　水　道　事　業

　勤続２５年 ３３．５０ 月分

　勤続２０年 ２３．５０

岩　  内　 町  （一般行政職）

２３．５０ 月分 ３０．５５

（支給率）
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